
 

 

第 9回日伯戦略的経済パートナーシップ賢人会議に関する最終報告書 
  

‐2019年 4月 8日東京‐ 

最終提言書（日本語参考訳） 
  
賢人会議のメンバーは、戦略的経済パートナーシップ（SEP）を推進し、二国間の経済関係を

相互に強化するために、2019年 4月 8日に東京で第 9回会議を開催した。賢人会は、双方

が関わりを有する共通の懸念という特別な課題に焦点を絞り、両政府のトップレベルに対して

提言を行うべく、特に優れた人物を招集するものである。 

 

2007年の初会合から 10年を経過するにあたり、賢人会は、ブラジルと日本が持続可能な成

長の為に必要な両国関係を強化するため、2030 年に向けてどのように協力し、貢献すること

ができるかを話し合った。 

  

グローバリゼーションに向けた方向性の再構築 

他の地域と同様にラテンアメリカも経済のグローバル化に移行しつつあり、賢人会は、ブラジ

ルは 2030 年に向けて地域の経済発展を牽引する潜在能力があるという点で意見が一致し

た。こうした将来の基礎を作るために、賢人会はブラジル政府に対し、投資環境の改善、複雑

な税制の簡素化、規制緩和、法制度の更なる整備、ブラジルコストと呼ばれるブラジル特有

のコストの軽減、質の高いインフラネットワークの開発（すなわち、ライフサイクルコストの概念

の導入、使用時の安全性、環境や社会に対する影響への配慮）など、多くの優先事項に焦点

をあてた対策を適時に実行するよう要請する。 

 

賢人会は、2018年はじめ以来、日メルコスール EPA推進に向け経団連と日商が取り組んだ

活動を高く評価する。その一方、ブエノスアイレスで実施された G20 の機会を逸して以来モメ

ンタムを失いつつあること、メルコスールがEUや韓国などの国々とEPAを締結した場合に日

伯両国の経済関係に負の影響を与えることに深刻な懸念を表明する。したがって、賢人会議

は、両政府が日メルコスールEPAを日伯二国間協定の可能性も含めて進めるための公式対

話をできるだけ早く開始すべきことを繰り返し要望するものである。 

 

賢人会は業界の代表者として、既存の産業だけでなく航空宇宙などの新しい分野においても

日伯連携が重要であるとする共通理解に達した。日本の民間部門はノウハウとテクノロジー

を活用して引き続きブラジル産業の能力強化に貢献すると思われるが、賢人会は、日伯両政

府が民間の投資と活動を促進するために、グローバルスタンダードに基づく政策金融の活用

など、効果的な施策を協力して実施することを提案する。 

   

世界情勢に目を向けると、世界はこの百年間で最も大きな変化の時代に入りつつある。イン

ターネットオブシングス（IoT）の時代が到来し、「人」と「モノ」がつながり、あらゆる種類の知識

と情報が共有される。この時代においては、すべての産業にはかつてない新たな価値を創出

することが求められている。ブラジルは、シェアリングエコノミーなど、新たなビジネスモデルを

早い段階で導入してきた実績があり、イノベーション分野において大きな強みを持っている。

それに対し、賢人会は両国の政府がイノベーションを支えるための柔軟なルールを作り、産



業の過剰保護のような、既存規制の緩和を共同で推進することで他の国々に道筋を示すよう

求める。 

 

賢人会は、こうした課題に正面から取り組み、ソサイエティ 5.0（産業と日常生活のあらゆる点

にこの先進技術を取り入れることで、経済発展と社会問題解決の両立を達成する社会）を実

現することが日本とブラジルにとって重要であるという共通理解に達した。 

  

グローバルフード 

賢人会は、21世紀に人類が直面する最大の課題の一つが、旺盛な購買力を持って増え続け

る人口に対する食糧の安定供給と自然環境の保護との両立であることを認識する。この課題

はテクノロジーによって解決されると考えられ、ブラジルはこのシナリオにおいて重要な役割

を果たすと思われる。 

 

賢人会は、10 年後にブラジルが持続可能な熱帯性農業の開発により、輸出可能な食糧を

40%増産することができるという OECD の見解を認識している。これは世界の需要がさらに

必要とする量の 2倍に相当する。 これを達成するためには、物流とインフラの改善、デジタル

化などでの機械化技術革新、生産管理システムの分野など、大部分において日本とのパート

ナーシップによって実行可能な分野と、融資と農業保険における日本企業のさらなるプレゼン

スが求められる。 

 

賢人会は、クリーンなアグロエネルギー分野において，第三国においても持続可能な熱帯性

農業の移行が可能であるという見解を支持する。砂糖キビのエタノール供給に関しては，過

去 10年間にわたるブラジルから日本市場への安定した長期供給の実績はあるものの，賢人

会議は双方が自国の国内問題を解決して 2030年に向けた次世代の環境に配慮した解決策

を見出すことに同意する。 

  

賢人会は、日本がメルコスール加盟国を含む様々な国のために農業市場を徐々に開放する

ことが理想的であると考える。国内市場の保護は政治的にセンシティブな課題だが、日本は

今後 10 年の間に残っている貿易障壁を取り除くことで、自由貿易の世界的推進者としてリー

ダーシップを発揮することができる状況にある。またそれによって各国の比較優位にある製品

から恩恵を受けることもできる。賢人会は、両国の首脳が農業分野の貿易協力に関し、2030

年までのロードマップを入念に作成することを提案する。 

  

人の絆（日系社会） 

2030 年に向けて、賢人会は、最も重要な人的資本の開発を提唱しており、これが新たな価

値の創出と国際社会にも通用する両国におけるリーダーの輩出において基礎的資産になる

と考える。 

 

ブラジルと日本は今後 10 年で、米国、中国、インドなど、グローバルな経済大国に対するそ

れぞれの立場の変化を実感するかもしれない。産業環境の大きな変化に対する各国の戦略

的対応において、人材こそが最も重要な役割を果たすものである。ブラジルは、日本とブラジ

ルに由来するハイブリッドなスキルを持つ有能な人材の潜在的供給源になり得る。この点に

おいて、日系社会を通じて得られる人のつながりは、「Juntos」の精神で 2 つの異なる共同体

を結びつける価値あるものになるにちがいない。 

 

有能な人材を育成するための一貫した持続的取組みには，様々なステークホルダーのサポ

ートが必要であるため、この取組は 10年にも及ぶ使命であると賢人会は考えている。 



 

賢人会は、政治的リーダーには強い決意を示すことを、また民間部門にはこの取組に貢献す

ることを推奨する。それはすなわちこれが結果的に両国の地域社会に長期的な利益をもたら

すからである。賢人会は、この協調的な取組を通じて日伯がユニークで競争力のある立場を

築くとともに、2030年の国際社会においてそれぞれの貢献をはっきり示すことができると確信

している。 

 

他の大国間における人的資本をめぐる熾烈な競争に鑑み、賢人会は、2030 年の目標追求

において、公的部門と民間部門のイニシアチブを教育制度に取り入れる（例えば、具体的な

訓練プログラム／高等教育施設／スキル交換プログラムなどを提供する）など、さらなる連携

と強い結びつきが、かかる目標に向けた人的資本の開発に有用であると提言する。 

 

この長期的取組と合わせて、ブラジル政府が日本からの訪問者に対するビザ免除を決定し

たと最近発表したが、賢人会議はこの決定を高く評価する。賢人会は、日本政府もこれに呼

応して二国間の人的資本の移動を促すよう提案する。IoT 技術の発展のおかげで言葉のギ

ャップは何年かの間に埋めることができるようになろうが、感覚や考え方などと共に、潜在的

な人間の能力は決して AI 技術に代替えされることはなく、次世代のために、賢人会は、主要

国間の人的繋がり・が 2030年の世界においても引き続き最も重要な意味を持つと考える。 

 

エドゥアルド・パエス・サボイア駐日ブラジル大使および日本国外務省から協力的なコメントが

寄せられ、賢人会は感謝の意を表した。 

次回（第 10回）賢人会議は 2020年 4月第 2週にブラジルのリオデジャネイロで開催される。 
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